
ひと言アドバイスには、問
題を解くうえでの注意点や、
理解の手助けとなるワンポ
イントなどを書きました。

発展的な内容や、理解を深
めるための内容は、補足に
書かれています。本文と合
わせて読むようにしましょ
う。

数値例を使った方が理解し
やすい場合は、Case Study
を用意しています。数値例
を確認することで、具体的
に理解できるようになって
います。

検定試験合格のためには必
ずしも必要ではないけれど、
知っておくとよいことは
C
コ ラ ム

OLUMNに書きました。
ぜひ、こちらにも目を通し
てほしいと思います。

76　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

●株式と公社債の違い
株式 公社債

取得の実質的な意味 出資 貸し付け

返済されるかどうか 返済されない 満期日に返済（償還）される

投資の回収方法 売却 売却※１または償還※２

保有に伴う収益 配当金
（利益から分配）

利息
（保有期間に対応した一定額）

主な時価の変動要因 会社の業績 金利

特徴 その会社が利益をあげるほど、
配当金や株価の値上がりによ
り、大きな利益を獲得できる。
逆に、会社が利益をあげられ
なければ配当金はもらえず、
株価も下がり損をする。

↓
ハイリスク・ハイリターン

公社債の購入は資金の貸し付
けに近いので、一定の利息し
かもらえない（相手の業績は
関係ない）。また、満期日ま
で保有すれば、額面金額が返
済（償還）される。

↓
ローリスク・ローリターン

※1　満期日前に、売却により回収する。
※2　満期日まで保有することで回収する。

補足

株式の議決権
株式の保有者にはその会社の議決権があります。議決権とは、株主総会での投票権の

ことです。株主総会で重要事項★を決定する際は多数決で決めるのですが、この多数決
は資本多数決です。資本多数決のもとでは、株式の所有割合に応じて投票権が付与され
ます。

例えば、Ｂ社の発行済株式数が40株で、そのうち４株を持っていれば、10％分の投票
権があることになります。もし、21株以上を所有していれば投票権の過半数を所有して
いることになるので、必ず自分の意見が通るようになります（これを、「その会社を支
配している」といいます）。

★配当金をいくらにするか、経営者を誰にするか、経営者の報酬をいくらにするかなどを決定します。

ひと言アドバイス

「その会社の株式を過半数所有していれば、その会社を支配できる」という点はまた後で出てくるか
ら、おさえておこう！

（第５章-4 ）
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第１節　リース取引の概要

２　ファイナンス・リース取引とは

⑴　ファイナンス・リース取引の特徴
ファイナンス・リース取引の主な特徴は次の２点です。

・リース料総額は、物件を購入した場合と同程度の金額となる。
・リース期間は、耐用年数と同程度の期間となっている。

⑵　ファイナンス・リース取引のイメージ
Case Study　

A社は、車両（購入した場合の価額500円、耐用年数５年）のリース契約を締結した。
リース料総額は550円（年間リース料110円、年1回後払い）、リース期間は5年間である。

＜取引の特徴＞

＜実際の取引の流れ＞
①　リース開始時
リースしたい物件をリース会社（Ｂ社）

に依頼します。Ｂ社は、リース物件を購入
し、その物件を当社にリースします。なお、
このときの当社の支払額はゼロです。

②　リース期間
リース契約に従い、リース期間5年間に

わたって毎年110円を支払います（支払総
額550円には、利息が含まれているため、
Ｂ社購入価額500円よりも高くなる）。リ
ース期間中は、リース物件を自由に使用す
ることができます。
なお、リース期間が終了したら、リース

物件をB社に返却します（リース物件の処
分はB社が行う）。

依頼

メーカー

Ａ社
当社

Ｂ社
リース
会社リース

￥500 購入

①

②

③

をリース
したい

Ａ社
当社

Ｂ社
リース
会社

毎年支払
￥110

5年で
総額￥550

5年間自由に
使用できる

リース料総額と購入した場合の価額、リース期間と耐用年数が同程度となってい
るため、ファイナンス・リース取引の特徴を満たしている。

（第８章-3 ）
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損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

３） 資産計上したのれんの会計処理
 　のれんは、長期的に効果が期待される無形の資産です。よって、無形固定資産
に該当します。第７章で学習したとおり、無形固定資産は決算において償却する
ため、のれんも償却します。なお、のれんの償却年数は最長20年とされています。

仕訳例10-14　のれん償却

当期首にＡ社はＢ社を吸収合併し、のれんが30円生じた。決算において、償却年
数10年でのれんを定額法により償却する。
（借） の れ ん 償 却 ［費用＋］ 3※１ （貸） の れ ん ［資産−］ 3※１

※1　のれん償却：のれん30÷10年＝3

COLUMN　のれんの由来

「のれん」の由来は、お店の入り口にかかっている布きれである暖
の れ ん

簾です。「のれんは
プレミアムのこと」と説明しましたが、そのプレミアムは、過去に積み重ねてきた信用
やブランド力がもとになっています。「暖簾分け」や「暖簾に傷が付く」という言葉が
あるとおり、日本では、お店の信用やブランドは暖簾に宿るものと考えられてきました。
そのため、勘定科目も「のれん」を用いるのです。

補足

負ののれん発生益 参考

合併対価が受入純資産額を下回る場合（のれんがマイナスとなる場合）、当該差額は「負
ののれん発生益」勘定（収益）の発生として処理します。負ののれんを負債としない理
由は、当該差額は支払義務ではないからです。「割安価格で合併できた分だけ、得をした」
と考え、収益とします。

【具体例】
Ａ社はＢ社を吸収合併し、対価として現金60円を支払った。なお、合併時におけるＢ

社の諸資産は120円、諸負債は50円である（いずれも時価）。

※1　対価60−受入純資産70（＝諸資産120−諸負債50）＝△10（貸方）

（借） 諸 資 産 ［資産＋］ 120※２ （貸） 諸 負 債 ［負債＋］ 50※２

現 金 ［資産−］ 60※２

負ののれん発生益 ［収益＋］ 10※１

（第10章-30 ）

05

本書の特徴と使い方

１�．「簿記の基本だけど、すぐには覚えづらいこと」を、いつでも確認できるように
しました。

２�．本文にはわかりやすさの工夫が多く入っています。
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第３節　その他の引当金（負債性引当金）

② 　支出時
�　翌期に支払った場合、「賞与引当金」勘定（負債）を取り崩します。また、賞与
引当金を超える支出をした場合、その金額は支払った期の費用とするため、「賞与」
勘定（費用）で処理します。

仕訳例９-７　賞与引当金の取り崩し　［仕訳例９-６の続き］

賞与60円を現金で支払った。なお、賞与引当金の残高が40円ある。
（借）賞与引当金 ［負債－］ 40※２ （貸）現 金 ［資産－］ 60※２

賞 与 ［費用＋］ 20※２

補足　賞与引当金の計算

賞与引当金の設定額は、翌期に支払う賞与の見積額のうち当期に帰属する金額としま
す。この金額は、賞与計算期間のうち当期に経過した分なので、月割計算により算定す
ることができます。

【具体例】
当社は賞与を６月と12月の年２回支給している。決算日である３月末日に、翌期の６
月に支給する賞与（計算期間は12月から５月）を見積もったところ60円であった。

※1　賞与引当金：賞与見積60×当期経過４ヶ月（12月〜３月）/計算期間６ヶ月（12月〜５月）＝40

COLUMN　引当金と未払費用の違い

引当金も未払費用も、「将来の費用を当期の費用にする」という点で共通しています。
しかし、次のような違いがあります。

賞与について「未払賞与」ではなく「賞与引当金」とするのは、賞与の支払額は業績
により変動する（金額が確定していない）からです。

⑷　役員賞与引当金の会計処理
賞与のうち、従業員に対するものは会社の規定に基づき支給されます。一方、取
締役など役員に対する賞与は株主総会で決定します。翌期に予想される役員賞与は、

「役員賞与引当金繰入」勘定（費用）に計上したうえで、「役員賞与引当金」勘定（負
債）を計上します。

（借） 賞与引当金繰入 ［費用＋］ 40※２ （貸） 賞与引当金 ［負債＋］ 40※１

引当金 将来の支払額が確定していない（見積りに基づき計算する）。

未払費用 将来の支払額が確定している。

（第９章-11�）

「財務諸表のひな形」を左
側ページの上部に掲載して
います。

これから学習する内容の概
略を把握できるようになっ
ています。

左側のページには、左を意
味する「借方」、右側のペ
ージには、右を意味する 
「貸方」を記載しています。

その論点でおさえるべき、
勘定科目と、用語をまとめ
ています。

仕訳例では、５要素とその
増減が一目でわかるように
しています。

文章によるわかりやすい説
明だけでなく、図解を多く
盛り込んでいます。

180　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

２　賞与引当金・役員賞与引当金
CHECK

勘定科目 賞与引当金（負債－|＋）　　　   ：�翌期に賞与の支払いが見込まれる場合の
引当金

役員賞与引当金（負債－|＋）     ：�翌期に役員への賞与が見込まれる場合の
引当金

賞与引当金繰入（費用＋|－）     ：�賞与引当金を計上する際の費用
役員賞与引当金繰入（費用＋|－）：役員賞与引当金を計上する際の費用
賞与（費用＋|－）　　　　　　 ：�賞与を支払った場合の費用

⑴　賞与とは
賞与とは、いわゆるボーナスのことです。従業員賞与は、一定期間（賞与の計算

期間）働いた従業員に対して、月給とは別に支払われます。賞与を支払った場合、「賞
与」勘定（費用）の発生とします。

⑵　賞与引当金の考え方
賞与の計算期間の途中で決算日が到来した場合、翌期に支払う賞与のうち当期に

帰属する分（当期経過分）は当期に原因があります。よって、当該金額は当期の費
用とします。

＜賞与のイメージ＞　　　　　　　　　　＜賞与引当金＞
当期

4/1 3/31

12/1 12/15/31 6 月

賞与支給日賞与の計算期間

この期間働いたら、賞与を支給する

当期
4/1 3/31

6 月

賞与当期経過分

当期に原因あり
⇒当期の決算で
　引当金を計上

（当期経過分）

原因

⑶　賞与引当金の会計処理
① 　賞与引当金の設定
�　当期の決算において、当期に負担させるべき金額について「賞与引当金繰入」
勘定（費用）に計上したうえで、「賞与引当金」勘定（負債）を計上します。

仕訳例９-６　賞与引当金の設定

当期の決算にあたり、賞与引当金40円を設定する。
（借） 賞与引当金繰入 ［費用＋］ 40※２ （貸） 賞与引当金 ［負債＋］ 40※２

（第９章-10�）
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第５節　合併

１　合併とは
CHECK

勘定科目 のれん（資産＋|－）　　　　�：�合併対価が受入純資産額を超過する場合の
当該差額

負ののれん発生益（収益－|＋）�：�受入純資産額が合併対価を超過する場合の
当該差額

のれん償却（費用＋|－）　　 ：�のれんの償却費用
用　語 合併　　　　：２つ以上の会社が１つの会社になること

受入純資産額：消滅会社から受け入れた資産と負債の差額

⑴　合併とは
合併とは、２つ以上の会社が１つの会社になることをいいます。合併の方法には
吸収合併と新設合併の２つの方法があるのですが、実務上も試験上も吸収合併によ
るため、本書でも吸収合併を前提に説明をします。
吸収合併では、ある会社（下図のＡ社）が、他の会社（下図のＢ社）を吸収する
ことで１つの会社になります。この結果、Ｂ社は消滅するため、Ｂ社のことを消滅
会社、Ａ社のことを存続会社と呼びます。

Ａ社
当社 Ｂ社

Ｂ社Ｂ社を吸収

Ａ社
当社 Ｂ社はＡ社に吸収され、

消滅する。

⑵　合併の取引
吸収合併した場合、消滅会社（右図のＢ社）

の資産・負債が、存続会社（右図のＡ社）のも
のになることを意味します。
また、会社は株主のものです。そのため、Ａ
社がＢ社を吸収合併する際は、その対価をＢ社
株主に支払います。
以上をまとめると、吸収合併は、対価を支払
って、Ｂ社の資産・負債を手に入れる取引とい
えます。なお、対価には、現金と株式の２つが
あります。

第５節　合併
近年、企業再編が活発に行われています。本節では、企業再編の手法の１つである
合併について学習します。

Ａ社
当社

Ｂ社

Ｂ社株主

資産・負債

対価

Ａ社は、Ｂ社株主に対価を支払って、
Ｂ社の資産・負債を手に入れた。

（第10章-27�）
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損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

２　賞与引当金・役員賞与引当金
CHECK

勘定科目 賞与引当金（負債－|＋）　　　   ：�翌期に賞与の支払いが見込まれる場合の
引当金

役員賞与引当金（負債－|＋）     ：�翌期に役員への賞与が見込まれる場合の
引当金

賞与引当金繰入（費用＋|－）     ：�賞与引当金を計上する際の費用
役員賞与引当金繰入（費用＋|－）：役員賞与引当金を計上する際の費用
賞与（費用＋|－）　　　　　　 ：�賞与を支払った場合の費用

⑴　賞与とは
賞与とは、いわゆるボーナスのことです。従業員賞与は、一定期間（賞与の計算

期間）働いた従業員に対して、月給とは別に支払われます。賞与を支払った場合、「賞
与」勘定（費用）の発生とします。

⑵　賞与引当金の考え方
賞与の計算期間の途中で決算日が到来した場合、翌期に支払う賞与のうち当期に

帰属する分（当期経過分）は当期に原因があります。よって、当該金額は当期の費
用とします。

＜賞与のイメージ＞　　　　　　　　　　＜賞与引当金＞
当期

4/1 3/31

12/1 12/15/31 6 月

賞与支給日賞与の計算期間

この期間働いたら、賞与を支給する

当期
4/1 3/31

6 月

賞与当期経過分

当期に原因あり
⇒当期の決算で
　引当金を計上

（当期経過分）

原因

⑶　賞与引当金の会計処理
① 　賞与引当金の設定
�　当期の決算において、当期に負担させるべき金額について「賞与引当金繰入」
勘定（費用）に計上したうえで、「賞与引当金」勘定（負債）を計上します。

仕訳例９-６　賞与引当金の設定

当期の決算にあたり、賞与引当金40円を設定する。
（借） 賞与引当金繰入 ［費用＋］ 40※２ （貸） 賞与引当金 ［負債＋］ 40※２

（第９章-10�）
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第３節　その他の引当金（負債性引当金）

② 　支出時
�　翌期に支払った場合、「賞与引当金」勘定（負債）を取り崩します。また、賞与
引当金を超える支出をした場合、その金額は支払った期の費用とするため、「賞与」
勘定（費用）で処理します。

仕訳例９-７　賞与引当金の取り崩し　［仕訳例９-６の続き］

賞与60円を現金で支払った。なお、賞与引当金の残高が40円ある。
（借）賞与引当金 ［負債－］ 40※２ （貸）現 金 ［資産－］ 60※２

賞 与 ［費用＋］ 20※２

補足　賞与引当金の計算

賞与引当金の設定額は、翌期に支払う賞与の見積額のうち当期に帰属する金額としま
す。この金額は、賞与計算期間のうち当期に経過した分なので、月割計算により算定す
ることができます。

【具体例】
当社は賞与を６月と12月の年２回支給している。決算日である３月末日に、翌期の６
月に支給する賞与（計算期間は12月から５月）を見積もったところ60円であった。

※1　賞与引当金：賞与見積60×当期経過４ヶ月（12月〜３月）/計算期間６ヶ月（12月〜５月）＝40

COLUMN　引当金と未払費用の違い

引当金も未払費用も、「将来の費用を当期の費用にする」という点で共通しています。
しかし、次のような違いがあります。

賞与について「未払賞与」ではなく「賞与引当金」とするのは、賞与の支払額は業績
により変動する（金額が確定していない）からです。

⑷　役員賞与引当金の会計処理
賞与のうち、従業員に対するものは会社の規定に基づき支給されます。一方、取
締役など役員に対する賞与は株主総会で決定します。翌期に予想される役員賞与は、

「役員賞与引当金繰入」勘定（費用）に計上したうえで、「役員賞与引当金」勘定（負
債）を計上します。

（借） 賞与引当金繰入 ［費用＋］ 40※２ （貸） 賞与引当金 ［負債＋］ 40※１

引当金 将来の支払額が確定していない（見積りに基づき計算する）。

未払費用 将来の支払額が確定している。

（第９章-11�）

04



簿記３級の仕訳を一通り掲
載しました。簿記３級の総
復習がコンパクトにできる
ようになっています。

本書のどの章に対応してい
るかがわかるようになって
います。各章を学習する前
に確認するのがおすすめで
す。

396　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

１　商品（本書の第１章と関連）
①掛け仕入

⑴　商品100円を掛けで仕入れた。
⑵　上記の買掛金100円を現金で支払った。

⑴ （借） 仕 入［費用＋］ 100※３ （貸） 買 掛 金［負債＋］ 100※３

⑵ （借） 買 掛 金［負債−］ 100※３ （貸） 現 金［資産−］ 100※３

②手付金の支払
⑴　商品を注文し、手付金100円を現金で支払った。
⑵　上記の商品を受け取った。

⑴ （借） 前 払 金［資産＋］ 100※１ （貸） 現 金［資産−］ 100※３

⑵ （借） 仕 入［費用＋］ 100※３ （貸） 前 払 金［資産−］ 100※３

※1　「前払金」勘定は、「前渡金」勘定でもよい。

③付随費用がある場合
商品100円を掛けで仕入れ、引取費用10円を現金で支払った。

（借） 仕 入［費用＋］ 110※３ （貸） 買 掛 金［負債＋］ 100※３

現 金［資産−］ 10※３

④仕入戻し
掛けで仕入れた商品100円を返品した。

（借） 買 掛 金［負債−］ 100※３ （貸） 仕 入［費用−］ 100※３

⑤決算整理手続き（売上原価の算定）
決算整理前残高試算表
100 繰 越 商 品
500 仕 入

・期末商品棚卸高は200円である。

（借） 仕 入［費用＋］ 100※３ （貸） 繰 越 商 品［資産−］ 100※３

（借） 繰 越 商 品［資産＋］ 200※３ （貸） 仕 入［費用−］ 200※３

３級レビュー
３級レビューには、簿記３級で学習した仕訳を一通り掲載しています。各章を学習
する前に、関連する仕訳について確認するようにしましょう。

（序章-8 ）

396　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

１　商品（本書の第１章と関連）
①掛け仕入

⑴　商品100円を掛けで仕入れた。
⑵　上記の買掛金100円を現金で支払った。

⑴ （借） 仕 入［費用＋］ 100※３ （貸） 買 掛 金［負債＋］ 100※３

⑵ （借） 買 掛 金［負債−］ 100※３ （貸） 現 金［資産−］ 100※３

②手付金の支払
⑴　商品を注文し、手付金100円を現金で支払った。
⑵　上記の商品を受け取った。

⑴ （借） 前 払 金［資産＋］ 100※１ （貸） 現 金［資産−］ 100※３

⑵ （借） 仕 入［費用＋］ 100※３ （貸） 前 払 金［資産−］ 100※３

※1　「前払金」勘定は、「前渡金」勘定でもよい。

③付随費用がある場合
商品100円を掛けで仕入れ、引取費用10円を現金で支払った。

（借） 仕 入［費用＋］ 110※３ （貸） 買 掛 金［負債＋］ 100※３

現 金［資産−］ 10※３

④仕入戻し
掛けで仕入れた商品100円を返品した。

（借） 買 掛 金［負債−］ 100※３ （貸） 仕 入［費用−］ 100※３

⑤決算整理手続き（売上原価の算定）
決算整理前残高試算表
100 繰 越 商 品
500 仕 入

・期末商品棚卸高は200円である。

（借） 仕 入［費用＋］ 100※３ （貸） 繰 越 商 品［資産−］ 100※３

（借） 繰 越 商 品［資産＋］ 200※３ （貸） 仕 入［費用−］ 200※３

３級レビュー
３級レビューには、簿記３級で学習した仕訳を一通り掲載しています。各章を学習
する前に、関連する仕訳について確認するようにしましょう。

（序章-8 ）
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5 ．簿記３級の総復習ができるよう、序章に３級レビューを用意しました。３�．もちろん、問題を解く力も身につけられるようになっています。

４��．広い試験範囲を効率的に学習できるようにするために、参考マークをつけました。

各論点ごとに例題を載せて
います。例題が解けるよう
になることを目標に、学習
を進めましょう。

各論点の終わりに、ポイン
トが書いてあるので、効率
的に学習することができま
す。

試験で出題される可能性が
低い論点には参考マークを
付しました。学習時間に余
裕がない場合、飛ばしてし
まって構いません。

4　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

商品

600（２個）900
［1-1］

（３個）600
［1-2］ ［1-2］

（２個）

売上原価

残高300（１個）
期末在庫

残高600
売上原価

（２個）

＜勘定図＞

（資産） （費用）

ひと言アドバイス

勘定残高を見てみよう。「商品」勘定は期末在庫の金額になっていて、「売上原価」勘定は売上原価
の金額になっているね。売上原価対立法では、期中仕訳で勘定残高が財務諸表計上額になるから、
決算整理仕訳は不要なんだ。

例題１-１
次の取引について、商品売買の記帳方法を売上原価対立法によった場合の仕訳
を示しなさい。
⑴　仕入先から商品22,000円を掛けで仕入れた。
⑵　得意先へ商品を20,000円（仕入原価12,000円）で掛け販売した。

解答欄
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴
⑵

▪解答解説

番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 商 品 22,000 買 掛 金 22,000
⑵ 売 掛 金 20,000 売 上 20,000

売 上 原 価 12,000 商 品 12,000

POINT

１．三分法では、決算整理仕訳で売上原価の算定を行う。
２．売上原価対立法では、期中仕訳で売上原価を算定するので、決算整理仕訳は行わない。

（第１章-4�）

4　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

商品

600（２個）900
［1-1］

（３個）600
［1-2］ ［1-2］

（２個）

売上原価

残高300（１個）
期末在庫

残高600
売上原価

（２個）

＜勘定図＞

（資産） （費用）

ひと言アドバイス

勘定残高を見てみよう。「商品」勘定は期末在庫の金額になっていて、「売上原価」勘定は売上原価
の金額になっているね。売上原価対立法では、期中仕訳で勘定残高が財務諸表計上額になるから、
決算整理仕訳は不要なんだ。

例題１-１
次の取引について、商品売買の記帳方法を売上原価対立法によった場合の仕訳
を示しなさい。
⑴　仕入先から商品22,000円を掛けで仕入れた。
⑵　得意先へ商品を20,000円（仕入原価12,000円）で掛け販売した。

解答欄
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴
⑵

▪解答解説

番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 商 品 22,000 買 掛 金 22,000
⑵ 売 掛 金 20,000 売 上 20,000

売 上 原 価 12,000 商 品 12,000

POINT

１．三分法では、決算整理仕訳で売上原価の算定を行う。
２．売上原価対立法では、期中仕訳で売上原価を算定するので、決算整理仕訳は行わない。

（第１章-4�）
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　貸 方　　3

（売上原価対立法）

２　売上原価対立法 参考

CHECK

勘定科目 商品（資産＋|－）   ：�会社がその時点において保有する商品
売上原価（費用＋|－）：�売上原価を示す費用の勘定科目

⑴　売上原価対立法とは
売上原価対立法は、商品売買について、「商品」勘定（資産）、「売上原価」勘定（費

用）および「売上」勘定（収益）を用いて記帳する方法です。三分法と異なり、期中
仕訳で売上原価を算定するため、売上原価対立法では決算整理仕訳は行いません。

⑵　仕入時の会計処理
売上原価対立法では、商品の仕入取引を「商品という資産の取得」と捉えます。
そのため、仕入時に「商品」勘定（資産）の増加として処理します。

仕訳例１-１　仕入時

商品を＠300円で３個仕入れ、現金900円を支払った。なお、記帳方法は売上原価
対立法による。
（借）商 品 ［資産＋］ 900※１ （貸） 現 金 ［資産－］ 900※３

※1　商品という資産を取得したと考えるため、「商品」勘定の増加

⑶　売上時の会計処理
商品を売り上げた場合、三分法と同じように「売上」勘定（収益）の発生とした

うえで、販売した商品の原価を「商品」勘定（資産）から「売上原価」勘定（費用）

へ振り替えます。

仕訳例１-２　売上時　［仕訳例１ー１の続き］

上記の商品のうち２個（仕入原価合計600円）を1,000円で販売し、現金を受け取
った。

（借）現 金［資産＋］ 1,000 （貸）売 上［収益＋］ 1,000※１

（借）売 上 原 価［費用＋］ 600 （貸）商 品［資産－］ 600※２

※1　三分法と同じく「売上」勘定の発生
※2　販売した商品の原価について、「商品」勘定から「売上原価」勘定へ振り替える

（第１章-3�）
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09

３．試験の概要

受験資格 なし

申込期日

・統一試験
　�受験日の約２ヶ月前から約１ヶ月間（受験希望地の商工会議所に
よって、申込期日や申込方法は異なる）
・ネット試験
　�申込日より３日目以降（例：10日申込の場合13日以降）の予約
が可能

受験日

・統一試験
　�６月中旬（第２日曜日）、11月下旬（第３日曜日）、２月下旬（第
４日曜日）
・ネット試験
　随時実施（テストセンターにより異なる）

受験料 税込4,720円（ネット試験の場合、事務手数料550円が別途発生）

試験科目と配点 商業簿記（配点60点）、工業簿記（配点40点）

合格基準 70点以上（満点100点）

筆記用具について 試験では、HBまたはＢの黒鉛筆、シャープペン、消しゴムが使用可
（ラインマーカー、色鉛筆、定規等は使用不可）

合格発表日

・統一試験
　受験後、約1ヶ月後に発表（商工会議所により異なる）
・ネット試験
　受験後、すぐにその場で点数・合否が判明

計算器具について

電卓の持ち込み可（ただし、計算機能（四則演算）のみのものに限
り、例えば、次の機能があるものは持ち込み不可。印刷（出力）機
能、メロディー（音の出る）機能、プログラム機能（例：関数電卓
等の多機能な電卓、売価計算・原価計算等の公式の記憶機能がある
電卓）、辞書機能（文字入力を含む）ただし、次のような機能は、プ
ログラム機能に該当しないものとして、試験会場での使用を可とし
ます。日数計算、時間計算、換算、税計算、検算�(音の出ないもの
に限る)

合格率 40％前後であることが多い

※本書の刊行時のデータです。最新の情報は商工会議所のWEBサイトをご確認ください。（https://www.
kentei.ne.jp/bookkeeping）
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日商簿記検定２級について

１．従来の試験制度（旧試験）と新試験について
2020年12月よりネット試験が導入され、新試験が施行されました。新試験では以
下のように形式面が変更されています。なお、試験範囲に変更はありません。

従来の試験（旧試験） 新試験

試験時間 ２時間 １時間30分

試験形式 ・年３回のペーパー試験 ・年３回のペーパー試験
・随時実施のネット試験

年３回のペーパー試験を「統一試験」といい、統一試験は６月中旬（第２日曜日）、
11月下旬（第３日曜日）、２月下旬（第４日曜日）の年３回実施されます。旧試験
による統一試験は2021年２月(第157回)が最後で、それ以降は新試験になります。

�

統一試験
（ペーパー試験）

2020年
11月下旬

旧試験 旧試験 新試験

新試験

新試験

2021年
２月下旬 ６月中旬

随時試験

11月下旬

ネット試験

２．ネット試験とは
ネット試験は、インターネット経由で配信される問題をPCの画面上で受験する
試験方式です。ネット試験は、商工会議所が認定したテストセンターで受験します
（自宅での受験は不可）。また、合否はその場ですぐに判明します。問題および答案
用紙はPCの画面上に表示されますが、計算用紙が配布されるので、そこまで大き
な不便はありません。
ネット試験の実施日時はテストセンターにより異なります（テストセンターによ
っては毎日実施しているところもある）。問題の難易度等は統一試験と同じであり、
統一試験とネット試験のどちらで合格しても資格の価値は変わりません。

▼ネット試験の申込ページ
https://cbt-s.com/examinee/examination/jcci.html
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10

４．よくある質問

〜 新試験と旧試験の比較 〜

🅠🅠1　新試験は旧試験よりも難しくなっ
た？
そのようなことはありません。むしろ、
新試験の方が合格しやすくなりました。
旧試験では回によって難易度にばらつき
があったため、とても難しい回も度々あ
りました。一方、新試験ではそのような
ことが起きないような工夫がなされてい
ます。そのため、新試験の方が合格しや
すくなったと言えます。

🅠🅠2　新試験の過去問はある？
新試験では、問題用紙や計算用紙は回
収されるようになりました。また、問題
を複製したりインターネット上で公開す
ることは禁止されています。そのため、
新試験の過去問を解くことはできないよ
うになっています。

🅠🅠3　旧試験の教材で対策することはでき
る？
新試験では、試験時間や問題構成が大
きく変わりました。そのため、旧試験用
の模擬試験や過去問で対策することはお
すすめしません。新試験に対応した模擬
試験を練習するようにしましょう。

〜 統一試験とネット試験の比較 〜

🅠🅠1　ネット試験の問題は毎回違う？
はい、違います。データベースに大量

の問題がアップされており、そこからラ
ンダムに問題が抽出されます。そのため、
ネット試験では、同じ日時に同じテスト
センターで受験したとしても、受験者は
それぞれ違う問題を解くことになります。

🅠🅠2　統一試験とネット試験、どっちが難
しい？
統一試験とネット試験で難易度の差は

ありません。統一試験の問題も、ネット
試験と同じデータベースから抽出された
ものなので、難易度に差が出ないように
なっています。

🅠🅠3　ネット試験は練習できる？
CPAラーニングで練習できます。CPA

ラーニングでは、実際のネット試験と同
一形式のシステムを採用した模擬試験を
ご用意しています。ぜひご活用ください。

🅠🅠4　ネット試験と統一試験どっちがおす
すめ？
ネット試験の方がおすすめです。随時

受けることが可能で、その場で合否もわ
かるからです。

書籍の訂正及び試験の改正情報について

発行後に判明した誤植や試験の改正については、下記のURLに
記載しております。
cpa-learning.com/boki_teisei
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簿記の基本

３　仕訳のルール

プラスは定位置側、マイナスは定位置の逆側

貸借対照表

資産 負債

純資産

（借）資　産 ××（貸）○○○××

（借）○○○ ××（貸）資　産××

（借）○○○ ××（貸）負債or 純資産××

（借） ××（貸）○○○××負債or純資産

資産＋

資産－

＋負債or 純資産

－負債 or 純資産

（借）費　用 ××（貸）○○○××

（借）○○○ ××（貸）費　用××

（借）○○○ ××（貸） ××

（借） ××（貸）○○○××

費用＋ 収益＋

費用－ 収益－

損益計算書

費用 収益 収　益

収　益

定位置：借方 定位置：貸方

（序章-3�）
2　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

１　貸借対照表と損益計算書のひな形

損益計算書（    ） 貸借対照表

費用 収益 資産 負債

純資産

P L （    ）B S

当期純利益

補足

資本と純資産
日商簿記３級では「資本」となっていたものが、２級以降は「純資産」に変わります。
その理由は、元手と利益ではない項目も計上されるからです。

★日商簿記２級では、その他有価証券評価差額金のみ（第５章で学習）

２　貸借対照表と損益計算書のつながり

前期末繰越利益剰余金 ＋ 当期純利益 ＝ 当期末繰越利益剰余金

※　配当金の支払がない場合

損益計算書 貸借対照表貸借対照表

当期
純利益200100剰余金

繰越利益
300剰余金

繰越利益

前期末 当期末

簿記の基本
簿記の基本についてまとめました。いずれも日商簿記３級で学んだ、重要な内容で
す。先に一度目を通すようにしましょう。

計上される項目

資本 元手と利益

純資産 元手と利益とその他★

（序章-2�）
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簿記の基本

５　簿記の一巡（全体像）

/○○××●●×× /○○××●●××

当期首 当期末

開始記入 期中仕訳再振替仕訳 決算整理仕訳 決算振替仕訳
（帳簿の締切）

決算整理前
残高試算表

決算整理後
残高試算表

前期繰越
××

次期繰越
××

○○ ○○

××
●●

○○

××
●●

●●

残高試算表
○○

…… …

××

×× ××

××

決算手続き開始手続き 期中手続き

転記 転記
/○○××●●××

○○

××
●●

転記
/○○××●●××

○○

転記
仕訳帳

総勘定元帳 集計 集計 翌期へ

帳簿外

●●

残高試算表
○○

…… …

××

×× ××

××

帳簿外

集計 貸借対照表・損益計算書

会計帳簿

６　期中仕訳と決算整理仕訳の違い

当期首 当期末

期中仕訳

/○○××●●××

決算整理仕訳

/○○××●●××

取引をありのままに記録 決算整理前残高を財務
諸表計上額に修正

ひと言アドバイス

自分の勉強している仕訳が、期中仕訳と決算整理仕訳のどっちの仕訳なのか？という点を意識して
勉強しよう！

（序章-5）
4　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

４　仕訳と勘定への転記

・仕訳をきったら、勘定に転記する。
・勘定の残高金額が、財務諸表計上額となる。

Case Study　 全体像 
⑴　期中取引（仕訳と勘定への転記）　　　　　⑵　期末（貸借対照表の作成）
　①　�会社設立に際し、株主から現金500円

を受け取った。

　②　銀行から現金300円の借り入れを行った。

　③　�上記借り入れのうち100円を現金で返
済した。

500 100 100

500

300
300

現金 借入金

資本金

残高
700

残高
200

残高
500

現金 　700

　500

負債

資本金

　200借入金
資産

純資産

貸借対照表

現金(借) (貸)500 500資本金

現金 資本金
500 500

現金(借) (貸)300 300借入金

現金 借入金
500 300
300

借入金(借) (貸)100 100現金

現金
500
300

100
借入金

300100

（序章-4�）
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簿記の基本

８　略語と記号
略語・記号 意味

Ｆ/Ｓ 財務諸表（Financial�Statements）

Ｂ/Ｓ 貸借対照表（Balance�Sheet）

Ｐ/Ｌ 損益計算書（Profit�and�Loss�Statement）

Ｓ/Ｓ 株主資本等変動計算書★（Statements�of�Shareholders'�Equity）

Ｔ/Ｂ 試算表（Trial�Balance）

前
ぜん

T/B 決算整理前残高試算表

後
ご

T/B 決算整理後残高試算表

△ マイナス記号

＠ 単価

★株主資本等変動計算書は、日商簿記２級で新たに登場する財務諸表です。第13章で学習します。

（序章-7�）
6　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

７　精算表

Step1 決算整理前残高試算表
決算整理手続き

精算表

Step3 決算整理後残高試算表

Step2 決算整理仕訳
400減価償却費 400減価償却累計額/

前Ｔ/Ｂ

減価償却累計額

減価償却費

4,000 建 物

－

後Ｔ/Ｂ

減価償却累計額

減価償却費

4,000 建 物

400

1,6001,200

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓖ
財務諸表
計上額

試　算　表 修正記入 損益計算書 貸借対照表
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方

建 物 Ⓐ 4,000 Ⓔ 4,000
：

減価償却累計額 Ⓑ 1,200 Ⓓ 400 Ⓕ 1,600
：

×× ××
減価償却費 Ⓒ 400 Ⓖ 400
：

×× ×× ×× ×× ×× ××

（序章-6�）
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３級レビュー

２　収益認識（本書の第２章と関連）
①掛け売上
⑴　商品100円を掛けで販売した。
⑵　上記の売掛金100円を現金で受け取った。

⑴ （借）売 掛 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

⑵ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）売 掛 金［資産−］ 100※３

②手付金の受取
⑴　商品の注文を受け、手付金100円を現金で受け取った。
⑵　上記の商品を引き渡した。

⑴ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）前 受 金［負債＋］ 100※３

⑵ （借）前 受 金［負債−］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

※　日商簿記２級では、「前受金」勘定ではなく「契約負債」勘定を用いてもよい。

③付随費用がある場合
商品100円を掛けで販売し、発送費10円を現金で支払った。

（借）売 掛 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

（借）発 送 費［費用＋］ 10※３（貸）現 金［資産−］ 10※３

④売上戻り
掛けで販売した商品100円の返品を受けた。

（借）売 上［収益−］ 100※３（貸）売 掛 金［資産−］ 100※３

⑤貸倒れ
⑴　Ａ社が倒産し、当期販売分の売掛金100円が貸倒れた。
⑵�　Ｂ社が倒産し、前期販売分の売掛金100円が貸倒れた。なお、貸倒引当金の
残高は90円である。

⑶　前期に貸倒処理した売掛金100円を、当期に現金で回収した。

⑴ （借）貸 倒 損 失［費用＋］ 100※３（貸）売 掛 金［資産−］ 100※３

⑵ （借）貸倒引当金［資産控除−］ 90※３（貸）売 掛 金［資産−］ 100※３

貸 倒 損 失［費用＋］ 10※３

⑶ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）償却債権取立益［収益＋］ 100※３

（序章-9�）
8　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

１　商品（本書の第１章と関連）
①掛け仕入
⑴　商品100円を掛けで仕入れた。
⑵　上記の買掛金100円を現金で支払った。

⑴ （借）仕 入［費用＋］ 100※３（貸）買 掛 金［負債＋］ 100※３

⑵ （借）買 掛 金［負債−］ 100※３（貸）現 金［資産−］ 100※３

②手付金の支払
⑴　商品を注文し、手付金100円を現金で支払った。
⑵　上記の商品を受け取った。

⑴ （借）前 払 金［資産＋］ 100※１（貸）現 金［資産−］ 100※３

⑵ （借）仕 入［費用＋］ 100※３（貸）前 払 金［資産−］ 100※３

※1　「前払金」勘定は、「前渡金」勘定でもよい。

③付随費用がある場合
商品100円を掛けで仕入れ、引取費用10円を現金で支払った。

（借）仕 入［費用＋］ 110※３（貸）買 掛 金［負債＋］ 100※３

現 金［資産−］ 10※３

④仕入戻し
掛けで仕入れた商品100円を返品した。

（借）買 掛 金［負債−］ 100※３（貸）仕 入［費用−］ 100※３

⑤決算整理手続き（売上原価の算定）
決算整理前残高試算表
100 繰 越 商 品
500 仕 入

・期末商品棚卸高は200円である。

（借）仕 入［費用＋］ 100※３（貸）繰 越 商 品［資産−］ 100※３

（借）繰 越 商 品［資産＋］ 200※３（貸）仕 入［費用−］ 200※３

３級レビュー
３級レビューには、簿記３級で学習した仕訳を一通り掲載しています。各章を学習
する前に、関連する仕訳について確認するようにしましょう。

（序章-8�）
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３級レビュー

⑤預金に関するその他の論点
⑴　買掛金100円について、普通預金から支払った。なお、手数料が10円生じた。
⑵�　Ｙ銀行の普通預金口座とＺ銀行の当座預金口座にそれぞれ現金100円を預け
入れた。なお、銀行名と口座種類を組み合わせた勘定科目を用いている。

⑴ （借）買 掛 金［負債−］ 100※３（貸）普 通 預 金［資産−］ 110※３

支払手数料［費用＋］ 10※３

⑵ （借）Ｙ銀行−普通預金［資産＋］ 100※３（貸）現 金［資産−］ 200※３

Ｚ銀行−当座預金［資産＋］ 100※３

⑥小口現金
⑴�　定額資金前渡制度による小口現金制度を採用するため、用度係に小切手100
円を振り出して小口現金を渡した。

⑵�　上記の数日後、用度係から消耗品費90円の支払いを行った旨の報告を受けた。
⑶　⑵の報告を受け、支払額と同額の小切手を振り出し、小口現金を補給した。
⑴ （借）小 口 現 金［資産＋］ 100※３（貸）当 座 預 金［資産−］ 100※３

⑵ （借）消 耗 品 費［費用＋］ 90※３（貸）小 口 現 金［資産−］ 90※３

⑶ （借）小 口 現 金［資産＋］ 90※３（貸）当 座 預 金［資産−］ 90※３

（序章-11�）
10　　借 方　

損益計算書（Ｐ／Ｌ） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ）
費用 収益 資産 負債

純資産

３　現金預金（本書の第３章と関連）
①通貨代用証券
⑴　商品100円を販売し、代金は得意先振出の小切手で受け取った。
⑵　商品100円を販売し、代金は送金小切手で受け取った。
⑶　商品100円を販売し、代金は郵便為替証書で受け取った。

⑴ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

⑵ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

⑶ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

②現金過不足
⑴　期中において、現金の帳簿残高は1,000円であるが、実際有高は900円であった。
⑵�　決算日に、上記の現金不足額のうち90円は水道光熱費の記帳もれが判明した
が、残額は原因不明である。
⑶�　決算日において、現金の帳簿残高は1,000円であるが、実際有高は1,100円で
あった。

⑴ （借）現金過不足［仮勘定＋］ 100※３（貸）現 金［資産−］ 100※３

⑵ （借）水道光熱費［費用＋］ 90※３（貸）現金過不足［仮勘定−］ 100※３

雑 損［費用＋］ 10※３

⑶ （借）現 金［資産＋］ 100※３（貸）雑 益［収益＋］ 100※３

③当座預金（小切手）
⑴　商品100円を仕入れ、代金は小切手を振り出して支払った。
⑵�　商品100円を販売し、代金は得意先振出の小切手で受け取り、ただちに当座
預金に入金した。
⑶　商品100円を販売し、代金は当社振出の小切手で受け取った。
⑴ （借）仕 入［費用＋］ 100※３（貸）当 座 預 金［資産−］ 100※３

⑵ （借）当 座 預 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

⑶ （借）当 座 預 金［資産＋］ 100※３（貸）売 上［収益＋］ 100※３

④当座借越
⑴�　商品100円を仕入れ、代金は小切手を振り出して支払った。なお、当座預金
残高は90円であるが、当座借越契約を結んでいる。
⑵　上記のまま、決算日となった。

⑴ （借）仕 入［費用＋］ 100※３（貸）当 座 預 金［資産−］ 100※３

⑵ （借）当 座 預 金［資産＋］ 10※３（貸）当 座 借 越［負債＋］ 10※３

（序章-10�）


